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女性の活躍推進に係るアンケート調査結果 

令 和 ３ 年 ８ 月

名 古 屋 市 

名 古 屋 商 工 会 議 所 

【調査概要】  

◎目  的  女性の活躍やワーク・ライフ・バランスについての意識・実態調査を定期的に実施

することで、名古屋市における推進状況を定点観測するとともに、市民・企業・教

育機関・行政等が連携して女性の活躍や、ワーク・ライフ・バランスを推進する「名

古屋モデル」の効果検証を行うことを目的に実施する。調査概要は下記のとおり。 

◎調査時期  令和３年６月２３日～８月２日

◎方  法  Ｗｅｂを使ったアンケート調査、メール、ＦＡＸ等で依頼・回収

◎対  象  市内企業（名古屋商工会議所会員企業等）

◎回答状況  回答企業 ３６４社 （令和２年度３１４社、令和元年度３２４社）

◎回答企業の内訳 

【業種】                  【規模】 

製造業 ７３ 社 ２０．１% 

建設業 ５９ 社 １６．３% 

卸売業・小売業 ５４ 社 １４．９% 

サービス業 １１３ 社 ３１．１% 

その他 ６４ 社 １７．６% 

※ 全ての質問について、割合は四捨五入を行っているため、必ずしも合計が 100.0%にならない。

【調査結果のポイント】 

10 人未満 １３０ 社 ３６．０% 

10～100 人 １２６ 社 ３４．９% 

101～300 人 ３０ 社 ８．３% 

301～500 人 １３ 社 ３．６% 

501～1,000 人 １９ 社 ５．３% 

1,001～5,000 人 ３２ 社 ８．９% 

5,001 人以上 １１ 社 ３．０% 

Point1  アンケートに回答した企業は、３６４社となり、前年度の３１４社に比べて１５．９％増

加し、特に「10 人未満」の企業の回答が大きく増加していることから、中小企業におい

ても、女性の活躍推進への関心が大きくなっている。 

Point2 従業員に占める女性の割合について、４０％以上と回答した企業は、３９．１％となり、

女性の社会進出が着実に進んできている。 

Point3 女性管理職比率について、２０％以上と回答した企業は、２３．５％となり、前年度の■

１９．１％に比べて４．４ポイント増加し、上記女性の社会進出とともに、企業の中でも

女性の管理職への登用が進んでいる。 

Point4 回答企業の業種については割合に大きな変化はないが、企業規模について「10 人未満」の

企業の回答が令和２年度から増加しており、令和元年度調査結果と異なるものがあるため、

10 人未満の企業の回答を除いた比較を併せて掲載する。 
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≪参考：過去３年間の回答企業の業種・規模≫ 

【業種】 

令和３年度 令和２年度 令和元年度 

製造業 ７３ 社 ２０．１% ６９ 社 ２２．０％ ７５ 社 ２３．１％

建設業 ５９ 社 １６．３% ６２ 社 １９．７％ ６５ 社 ２０．１％

卸売業・小売業 ５４ 社 １４．９% ３７ 社 １１．８％ ４６ 社 １４．２％

サービス業 １１３ 社 ３１．１% ８８ 社 ２８．０％ ８３ 社 ２５．６％

その他 ６４ 社 １７．６% ５８ 社 １８．５％ ５５ 社 １７．０％

【規模】 

令和３年度 令和２年度 令和元年度 

10 人未満 １３０  社 ３６．０% ９９ 社 ３１．７％ ５２ 社 １６．１％

10～100 人 １２６ 社 ３４．９% １１１ 社 ３５．６％ １０８ 社 ３３．５％

101～300 人 ３０ 社 ８．３% ２６ 社 ８．３％ ４０ 社 １２．４％

301～500 人 １３ 社 ３．６% １２ 社 ３．８％ ２１ 社 ６．５％

501～1,000 人 １９ 社 ５．３% ２１ 社 ６．７％ ２４ 社 ７．５％

1,001～5,000 人 ３２ 社 ８．９% ３１ 社 ９．９％ ５０ 社 １５．５％

5,001 人以上 １１ 社 ３．０% １２ 社 ３．８％ ２７ 社 ８．４％
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16.3%

21.8%

20.1%

15.7%

16.0%

19.0%

26.6%

24.7%

26.5%

40.4%

36.2%

33.8%

0.9%

1.3%

0.6%

R元年度

R2年度

R3年度

60％以上 40～60％未満 20～40％未満 20％未満 わからない

14.6%

15.5%

13.1%

13.8%

16.9%

18.3%

28.4%

30.0%

32.3%

42.5%

36.6%

35.8%

0.7%

0.9%

0.4%

R元年度

R2年度

R3年度

60％以上 40～60％未満 20～40％未満 20％未満 わからない

【従業員に占める女性の割合】 

▼女性比率「４０～６０％未満」と「６０％以上」の回答企業を合せると、３９．１％となり、 

前年度から１．３ポイント増加。 

≪参考：10 人未満の企業を除く≫ 

39.1％ 

(n=319)

(n=312)

(68)

(52)

(50) (77) (113) (4)

(50) (85) (129) (3)

(n=229)

(n=213)

(n=268)

(30) (42) (74) (82) (1) 

(33) (36) (64) (78) (2)

(39) (37) (76) (114) (2)

31.4％ 

(n=358)

(72) (68) (95) (121) (2)
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8.4%

13.7%

18.8%

3.7%

5.4%

4.7%

9.3%

7.3%

9.7%

34.7%

19.2%

23.5%

41.8%

49.8%

39.3%

2.2%

4.5%

3.9%

R元年度

R2年度

R3年度

30％以上 20％～30％未満 10～20％未満 1～10％未満 1％未満 わからない

6.6%

10.2%

13.4%

3.7%

5.6%

4.8%

8.8%

9.8%

9.1%

39.0%

26.0%

32.5%

40.4%

45.1%

39.0%

1.5%

3.3%

1.3%

R元年度

R2年度

R3年度

30％以上 20％～30％未満 10～20％未満 1～10％未満 1％未満 わからない

【女性管理職比率】 

▼女性管理職比率が「２０％～３０％未満」と「３０％以上」と回答した企業を合わせると、２３．

５％となり、前年度の１９．１％に比べて４．４ポイント増加。 

≪参考：10 人未満の企業を除く≫ 

(n=323)

(n=313)

(156)(60)(23)(17)(43) (14)

(7)(135)(112)(30)(12)(27)

23.5％ 

(n=231)

(n=215)

(n=272)

(31) (11) (21) (75) (90) (3)

(22) (12) (21) (56) (97) (7)

(18) (10) (24) (106) (110) (4)

18.2％ 

(68) (17) (35) (85) (142) (14)

(n=361)
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47.7%

48.9%

50.1%

36.1%

34.8%

34.7%

6.9%

8.0%

9.4%

6.2%

4.8%

3.3%

3.1%

3.5%

2.5%

R元年度

R2年度

R3年度

積極的に推進している

積極的とは言えないが、推進している（していく予定）

必要性は感じているが、推進することは難しい

特に必要性を感じておらず、推進していない

わからない

49.1%

53.0%

48.1%

35.7%

36.3%

39.4%

6.3%

7.0%

9.1%

6.7%

2.8%

2.2%

2.2%

0.9%

1.3%

R元年度

R2年度

R3年度

積極的に推進している

積極的とは言えないが、推進している（していく予定）

必要性は感じているが、推進することは難しい

特に必要性を感じておらず、推進していない

わからない

【女性の活躍推進に係る意識】 

▼「積極的に推進している」と「積極的とは言えないが推進している（していく予定）」と回答した

企業を合わせると、８４．８％の企業が女性の活躍推進に向けた取り組みを進めている。 

≪参考：10 人未満の企業を除く≫ 

84.8％

(n=321)

(n=313)
(11)(15)(25)(109)(153)

(10)(20)(22)(116)(153)

(n=231)

(n=215)

(n=269)

(111) (91) (21) (5) (3)

(114) (78) (15) (6) (2)

(132) (96) (17) (18) (6)

87.5％

(n=363)

(182) (126) (34) (12) (9)
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53.4%

47.7%

35.5%

34.2%

33.1%

29.5%

28.4%

20.9%

18.7%

17.9%

16.0%

2.2%

16.0%

52.4%

47.9%

41.5%

32.9%

32.6%

31.0%

31.6%

22.4%

16.9%

21.4%

23.6%

5.8%

16.6%

61.9%

50.5%

44.3%

36.8%

48.9%

36.2%

39.3%

28.8%

20.4%

27.2%

25.7%

6.8%

10.5%

短縮勤務・フレックスタイム等、勤務時間の柔軟化

女性従業員の採用拡大、

パート契約社員から正社員への登用

出産や育児による休業がハンディとならないような人事

制度の導入

女性の管理職への積極的登用

ハラスメントに関する社員教育の実施や

相談窓口の設置

異動や担当業務について本人へ意向の確認

女性の活躍に向けた社内の推進体制

（担当部署、指導者の設置、ノー残業デーの実施など）

の整備

意識改革のための教育・研修機会の確保

女性がいない、または少ない職場について、

意欲と能力のある女性のを積極的に登用

女性の採用や昇進における数値目標の設定

トップの女性活躍推進に関するメッセージの発信

企業内託児所や学童保育所などの設置

特にない

R3年度

R2年度

R元年度

【女性の活躍に向けて推進している取り組み（複数回答）】 

▼回答の上位の順位は前年度と同じ。 

１位 「短縮勤務・フレックスタイム等、勤務時間の柔軟化」 ・・・ ５３．４％ 

２位 「女性従業員の採用拡大、パート契約社員から正社員への登用」 ・・・ ４７．７％ 

３位 「出産や育児による休業がハンディとならないような人事制度の導入」 ・・・ ３５．５％ 

「名古屋モデル」目標 

60% (R7 年度) 

「名古屋モデル」目標 

50% (R7 年度) 

「名古屋モデル」目標 

50% (R7 年度) 

(164)
(200)

(194)

(173)

(163)
(150)

(130)

(119)

(124)

(143)

(129)

(103)

(102)

(158)

(120)

(99)
(127)

(103)

(97)
(117)

(107)

(65)

(88)
(67)

(70)
(76)

(58)

(68)

(93)

(74)

(53)
(66)

(83)

(18)
(22)

(8) 

(52)

(34)

(58) (n=313) 

(n=323) 

(n=363) 
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61.5%

58.9%

45.0%

39.8%

48.1%

40.7%

34.6%

28.6%

23.8%

25.1%

22.1%

3.0%

8.2%

60.9%

58.1%

51.2%

40.0%

45.6%

40.9%

40.0%

26.5%

20.9%

27.9%

29.3%

7.9%

6.5%

65.1%

54.4%

49.3%

40.4%

56.6%

40.4%

44.5%

32.7%

22.1%

30.9%

27.9%

8.1%

6.6%

短縮勤務・フレックスタイム等、勤務時間の柔軟化

女性従業員の採用拡大、

パート契約社員から正社員への登用

出産や育児による休業がハンディとならないような人事

制度の導入

女性の管理職への積極的登用

ハラスメントに関する社員教育の実施や

相談窓口の設置

異動や担当業務について本人へ意向の確認

女性の活躍に向けた社内の推進体制

（担当部署、指導者の設置、ノー残業デーの実施など）

の整備

意識改革のための教育・研修機会の確保

女性がいない、または少ない職場について、

意欲と能力のある女性のを積極的に登用

女性の採用や昇進における数値目標の設定

トップの女性活躍推進に関するメッセージの発信

企業内託児所や学童保育所などの設置

特にない

R3年度

R2年度

R元年度

≪参考：10 人未満の企業を除く≫ 

(131)
(177)

(142)

(125)
(148)

(136)

(110)
(134)

(104)

(86)
(110)

(92)

(98)

(154)

(111)

(94)
(88)
(110)

(80)
(86)
(121)

(63)
(76)

(66)
(57)
(89)

(55)

(60)

(84)

(58)

(45)
(60)

(51)

(17)

(22)

(7) 

(14)
(19)

(18)

(n=215) 

(n=272) 

(n=231) 
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26.6%

24.9%

20.2%

15.5%

14.4%

13.9%

11.6%

9.7%

8.9%

6.9%

5.0%

31.6%

28.3%

26.3%

17.4%

16.1%

10.2%

11.5%

11.2%

7.2%

10.2%

8.2%

2.6%

28.0%

32.5%

23.8%

23.4%

20.9%

15.3%

15.6%

17.2%

10.6%

14.7%

7.5%

2.8%

19.1%

家事や育児の負担を考慮する必要がある

（時間外労働・深夜勤務させにくい）

活躍を望む女性が少ない

女性が就ける業務が限られている

上司や同僚の男性の認識、理解が不十分

結婚や出産で退職する女性が多い

働きやすい職場環境（制度や設備）を

整備する負担が重い

転勤や部署間異動をさせにくい

日常の業務が忙しく取り組む余裕がない

顧客や取引先を含む社会一般の理解が不十分

コストや労力がかかる（業績にすぐに反映しない）

女性の活躍推進の手法がわからない

特にない

R3年度

R２年度

R元年度

【女性の活躍推進にあたっての課題（複数回答）】 

▼回答の上位３位の課題は前年度、前々年度と同じ。「上司や同僚の男性の認識、理解が不十分」と

「顧客や取引先を含む社会一般の理解が不十分」は年々減少傾向。※ 

１位 「家事や育児の負担を考慮する必要がある(時間外労働・深夜勤務をさせにくい)」 ・・・ ２６．６％

２位 「活躍を望む女性が少ない」 ・・・ ２４．９％ 

３位 「女性が就ける業務が限られている」 ・・・ ２０．２％ 

※一方、「特にない」は年々増加傾向。 

(86)

(80)
(76)

(90)

(53)
(75)

(73)

(49)

(67)

(56)

(35)

(50)

(50)

(34)
(55)

(42)

(31)
(49)

(52)

(35)

(47)

(31)

(25)

(24)

(25)

(22)

(34)

(32)

(8) 

(9) 

(18)

(85)

(61)

(114)

(104)

(96)

(n=304)

(n=320)

(n=361)
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33.2%

31.4%

21.8%

21.8%

17.5%

17.5%

17.5%

10.5%

10.0%

7.9%

5.7%

20.5%

30.7%

30.7%

19.1%

19.5%

10.2%

12.1%

14.9%

6.5%

10.2%

8.4%

3.3%

21.4%

33.5%

24.6%

24.3%

23.9%

16.9%

15.4%

19.5%

9.2%

15.1%

8.5%

2.9%

17.3%

家事や育児の負担を考慮する必要がある

（時間外労働・深夜勤務させにくい）

活躍を望む女性が少ない

女性が就ける業務が限られている

上司や同僚の男性の認識、理解が不十分

結婚や出産で退職する女性が多い

働きやすい職場環境（制度や設備）を

整備する負担が重い

転勤や部署間異動をさせにくい

日常の業務が忙しく取り組む余裕がない

顧客や取引先を含む社会一般の理解が不十分

コストや労力がかかる（業績にすぐに反映しない）

女性の活躍推進の手法がわからない

特にない

R3年度

R２年度

R元年度

≪参考：10 人未満の企業を除く≫ 

(66)

(91)

(76)

(66)

(67)

(72)

(41)

(66)

(50)

(42)

(65)

(50)

(26)
(42)

(40)

(32)

(53)

(40)

(22)
(46)

(40)

(22)

(41)

(24)

(18)

(23)

(18)

(14)

(25)

(23)

(7) 

(8) 

(13)

(47)

(46)

(47)

(n=229)

(n=215)

(n=272)
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43.0%

43.9%

44.0%

38.1%

32.5%

29.3%

15.1%

19.8%

25.3%

3.8%

3.8%

1.3%

R元年度

R2年度

R3年度

男性の育児休業制度

利用実績がある 全く利用されていない 対象者がいない わからない

52.4%

54.4%

57.1%

47.6%

45.6%

42.9%

R元年度

R2年度

R3年度

利用実績がある 全く利用されていない

39.2%

32.0%

30.9%

35.7%

26.8%

23.2%

21.9%

37.9%

42.8%

3.2%

3.3%

3.1%

R元年度

R2年度

R3年度

利用実績がある 全く利用されていない 対象者がいない わからない

【男性社員による育児休業の利用実績】 

▼男性の育児休業制度の利用実績について、「利用実績あり」と回答した企業が３０．９％

と、前年度に比べて１．１ポイント減少している。一方で、「全く利用されていない」も

３．６ポイント減少しており、「対象者がいない」と回答した企業が４．９ポイント増加

している。 

  対象者がいる企業のみで制度の利用状況を年度ごとに比較してみると、「利用実績あり」

と回答した企業が、５２．４％、５４．４％、５７．１％と着実に増加している。 

また、「対象者がいない」と回答した企業の規模を見てみると、「１０人未満」が９２社

で全体の約６０％を占めており、「１０人未満」の企業を除くと、これまでの傾向と変わ

りがない。 

≪参考：対象者がいる企業のみで算出≫

(n=353)

(n=306)

(n=311)

(109) (82) (151) (11)

(98) (82) (116)

(1２２) (１１１) (６８)

(10)

(１０)

(n=212)

(n=265)

(n=225)

(93) (69)

(42)

(8) 

(114) (101)

(40)

(10)

(109)

(66)

(57)

(3) (99)

(82) 

(122)

(111)

(98)

(82)

≪参考：10 人未満の企業を除く≫ 

(n=180)

(n=233)

(n=191)

「名古屋モデル」目標 60%（令和 7年度） 
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29.6%

19.5%

18.3%

29.0%

24.5%

20.6%

32.2%

48.7%

52.9%

9.1%

7.3%

8.1%

R元年度

R2年度

R3年度

利用実績がある 全く利用されていない 対象者がいない わからない

33.5%

27.8%

26.0%

30.4%

28.7%

25.1%

25.5%

34.4%

40.6%

10.6%

9.1%

8.2%

R元年度

R2年度

R3年度

利用実績がある 全く利用されていない 対象者がいない わからない

50.6%

44.4%

47.0%

49.4%

55.6%

53.0%

R元年度

R2年度

R3年度

利用実績がある 全く利用されていない

【男性社員による介護休業制度の利用実績】

▼男性の介護休業制度の利用実績について、「利用実績あり」と回答した企業が１８．３％

と、前年度に比べて１．２ポイント減少している。一方で、「全く利用されていない」も

３．９ポイント減少しており、「対象者がいない」と回答した企業が４．２ポイント増加

している。 

対象者がいる企業のみで制度の利用状況を年度ごとに比較してみると、「利用実績あり」

と回答した企業が４７．０％と、前年度から２．６ポイント増加している。 

また、「対象者がいない」と回答した企業の規模を見てみると、「１０人未満」が９１社

で全体の５０％を占め、「１０～１００人」の６９社も合わせると全体の約８７％を占め

ている。 

(n=307)

(n=302) 

(n=344)

(59) (74) (147) (22)

(91) (89) (99) (28)

(63) (71) (182) (28)

(n=209)

(n=263)

(n=219)

(58) (60) (72)

(19)

(88) (80) (67)

(28)

(57) (89)(55)

(18)

(n=133)
(59) (74)

(91) (89)

(63) (71)

(n=180)

(n=134)

≪参考：対象者がいる企業のみで算出≫

≪参考：10 人未満の企業を除く≫
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65.5%

53.7%

51.8%

10.3%

5.5%

5.8%

22.6%

39.5%

40.1%

1.6%

1.3%

2.2%

R元年度

R2年度

R3年度

利用実績がある 全く利用されていない 対象者がいない わからない

74.2%

72.1%

73.0%

9.6%

3.7%

4.3%

14.4%

23.3%

22.6%

1.8%

0.9%

0.0%

R元年度

R2年度

R3年度

利用実績がある 全く利用されていない 対象者がいない わからない

86.4%

90.8%

89.9%

13.6%

9.2%

10.1%

R元年度

R2年度

R3年度

利用実績がある 全く利用されていない

【女性社員による育児休業制度の利用実績】

▼女性の育児休業制度の利用実績について、「利用実績あり」と回答した企業が５１．８％

と、前年度に比べて１．９ポイント減少。「全く利用されていない」は０．３ポイント増

加しており、「対象者がいない」と回答した企業が０．６ポイント増加している。 

対象者がいる企業のみで制度の利用状況を年度ごとに比較してみると、「利用実績あり」

と回答した企業が８９．９％と、前年度から０．９ポイント減少している。 

また、「対象者がいない」と回答した企業の規模を見てみると、「１０人未満」が９０社

で全体の約６３％を占め、「１０～１００人」の４７社も合わせると全体の約９５％を占

めている。 

(n=319)

(n=311)

(n=359)

(167)

(17) (123)

(4)

(209)

(33) (72)

(5)

(186)

(21) (144)

(8)

(n=215)

(n=271)

(n=230)

(155)

(8) (50)

(0)

(186)

(26) (39)
(5)

(167)

(10) (52)

(2)

≪参考：対象者がいる企業のみで算出≫

≪参考：10 人未満の企業を除く≫

(n=184)

(n=242)

(n=207)

(168)

(209)

(201)

(17)

(33)

(21)
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28.5%

20.8%

21.3%

27.2%

22.8%

17.0%

35.7%

49.5%

53.0%

8.5%

6.9%

8.6%

R元年度

R2年度

R3年度

利用実績がある 全く利用されていない 対象者がいない わからない

32.4%

28.4%

30.6%

29.0%

25.6%

19.8%

28.6%

37.0%

41.0%

9.9%

9.0%

8.6%

R元年度

R2年度

R3年度

利用実績がある 全く利用されていない 対象者がいない わからない

51.2%

47.7%

55.6%

48.8%

52.3%

44.4%

R元年度

R2年度

R3年度

利用実績がある 全く利用されていない

【女性社員による介護休業制度の利用実績】

▼女性の介護休業制度の利用実績について、「利用実績あり」と回答した企業が２１．３％

と、前年度に比べて０．５ポイント増加。「全く利用されていない」は５．８ポイント減

少しており、「対象者がいない」と回答した企業が３．５ポイント増加している。 

対象者がいる企業のみで制度の利用状況を年度ごとに比較してみると、「利用実績あり」

と回答した企業が５５．６％と、前年度に比べて７．９ポイント増加している。 

「対象者がいない」と回答した企業の規模を見てみると、「１０人未満」が９１社で全体

の約４９％を占め、「１０～１００人」の６８社も合わせると全体の約８６％を占めてい

る。 

(n=347)

(n=305)

(n=303)

(63) (69)

(150)

(21)

(87) (83)

(109)

(26)

(74)

(59) (184)

(30)

(n=211)

(n=262)

(n=222)

(60) (54) (78) (19)

(85) (76)
(75)

(26)

(68) (44) (91)
(19)

(n=133)

(n=132)

(n=170)

≪参考：対象者がいる企業のみで算出≫

≪参考：10 人未満の企業を除く≫

(63)

(87)

(74) (59)

(83)

(69)
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女性の活躍、ワーク・ライフ・バランスを推進する「名古屋モデル」について 

１．概念図 

２．目 標

区 分 指 標 現状値 目標値

男女平等

参画基本

計画 2025
の目標

男女の地位が平等と感じる市民の割合（社会全体）
１９．２％

R元年度（2019）

２３％

R７年度（2025）

仕事と生活のバランスが希望どおりであると思う

市民の割合

３９．３％

R元年度（2019）

４１％

R７年度（2025）

女性の活躍推進認定・認証企業数（累計）
１７５社

R２年度（2020）

２１０社

R７年度（2025）

平日１時間以上家事を行う有職男性の割合
２４．９％

R元年度（2019）

４０％

R６年度（2024）

追加目標

トップの女性活躍推進に関するメッセージの発信

（イクボス宣言を含む）に取り組む企業の割合

１６．０％

R３年度（2021）

５０％

R７年度（2025）

女性の管理職への積極的登用に取り組む企業の割合
３４．２％

R３年度（2021）

５０％

R７年度（2025）

育児休業制度を利用した男性従業員がいる企業の割合

（対象者がいる企業を母数とする）

５７．１％

R３年度（2021）

６０％

R７年度（2025）

女性従業員の採用拡大、パート契約社員から正社員へ

の登用に取り組む企業の割合

４７．７％

R３年度（2021）

６０％

R７年度（2025）

参 考 

①「イコールなごや」で行政・企業・教育機関・市民等が課題を共有し、その解決策について合意する 

②各主体が連携し、各々が果たすべき役割に取組む 

③「イコールなごや」で、各主体による取組みの進行管理・効果検証を行い、取組みの改善につなげる 

名古屋モデル 

①～③を

循環 

女性の活躍推進に係るアンケート調査 


